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10 日、ワシントンで開催され

た米中戦略対話が終了。112

項目の成果を公表。 

中国现代国际关系研究院美国研究所所长袁鹏 アメリカが

関心を持つ自主創新政策や知財問題、中国が関心を持つ米

国の投資受入れ問題等、双方の関心事項が「誠実、理性的」

に話し合われた。また、安全保障については高官同士の交

流により相互の理解がより進んだ。 

中国社会科学院アメリカ研究所副所長倪峰 双方がアジア

太平洋に関する協議メカニズムを設けることで合意した意

義は大きい。 

国家发展和改革委员会对外经济研究所所长张燕生 米中と

もに双方が自国の発展にとって必要不可欠な相手だとの共

通認識をもとに積極的・建設的な話し合いが行われた。 

中国人民大学国际关系学院教授庞中英 中米関係は以前と

異なり対称的なものになりつつあり、これは歴史的な変化

である。 

10 日、自動車工業会が 4 月の

自動車生産・販売台数がマイ

ナスに転じたことを発表。 

4 月の生産台数は 1.9%、また販売台数は 0.3%の共に対前年

比マイナスとなった。 

中国汽车工业协会助理秘书长朱一平 マクロ経済の減速以

外に燃料価格の上昇や都市部における渋滞対策等様々な原

因が複合している。日本の地震の影響もある。 

中国汽车工业协会秘书长董扬 今回の生産減には日本との

合弁企業が地震により減産したことが大きい。 

11 日、国家統計局が 4 月の

CPI を公表。 

4 月の CPI は先月に比べ 0.1%低下したものの、+5.3%と引き

続き 5%を上回った。また、食品価格の上昇幅は+11.5%と大

幅となった。一方、工業生産者価格（PPI）は 6.8%と 0.5%

の低下となった。 

澳新银行大中华区经济研究总监刘利刚 工業生産者出荷価

格指数（PPI）が依然高水準にあり、CPI は今後も強含みと

なるだろう。 

中国社科院数量经济与技术经济研究所副所长李雪松 現在

の CPI 上昇にはキャリーオーバー効果が貢献しており、現

在の金融引締めの効果の影響が今後徐々に出てくるだろ

う。 

生意社能源分社分析师姜鑫 アメリカの金融緩和政策の影



響を受けて国際商品市況が高騰しており、夏の原油消費ピ

ークを迎えてこの影響は今後拡大しそうだ。 

12 日、中央銀行が今年 5 回目

の預金準備率引上げを発表。

18 日から実施。 

中国人民銀行は 18日から今年5回目となる預金準備率の引

き上げを行い、大手金融機関については現在より 0.5%高い

21%とすることを発表した。今回の措置により市場からの資

金吸い上げ効果は約 3,700 億元に及ぶものと試算される。 

亚洲开发银行中国代表处高级经济学家庄健 4 月に一部経

済指標が悪化した中で今回の措置を発動したことは、指導

部がインフレ問題をいかに重視しているかの表れである。 

意見募集等 社会保険法（本年 7 月 1 日施行）実施規則に対する意見募

集を開始。（人力資源・社会保障部） 

◎今週の注目ニュース 

新華社報道によれば、13 日、中国国土資源部、農業部、財政部は、2012 年までに全国全

ての農村の土地に対して土地権利証を発行することを求める通知（農村集団所有土地に

対する権利証明証発行に関する通知）を発出した。 

中国の都市部では、1990 年代後半に国有企業改革の一環として、それまで「配給」され

ていた住宅の所有権を居住者に廉価で払い下げる改革を行い、それがそれまで純粋な無

産階級であった都市民に「資産」を与えることになり、その後の住宅価格の急上昇を通

じて都市を大きく発展させ都市民を豊かにする起爆剤となった。 

今回の通知は、都市に対して行った上記改革を農村に対しても行おうとするものと言え

ないだろうか。現在、農民が農村の土地について持っているのは、あくまで農業用途と

しての使用に限定して認められた請負権に過ぎないため、農民が都市に引っ越した際に

はその権利の継続は保障されず、裸一貫の「無産者」としてしか都市に移動できない。

このことは中国特有の「出稼ぎ」現象の根本的要因となっている。 

また、農民が農村にいる場合でも、農地を農地以外の用途（工場、宅地等）に用いたり、

第三者にその権利を売却して農業以外の用途に供することも一部の例外を除き基本的に

認められていない。今回の「権利証」の発行に伴い、農民が農地に対して所有権に近い

権利を持つようになれば、現在国民の半数以上を占める「無産階級」たる農民に「資本」

を提供することになり、土地の活用を通じて農村の発展が急速に進む可能性があり、ひ

いては中国における内需・消費の拡大に大きな影響を与える可能性がある。 

 

（以上） 


